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【健康福祉ネットワーキング過程の解析と進化】
　2003年度の学部再編以来、人間科学部は、「健康福祉」に
ついて深い理解と実践力を備えた人材を社会に送り出すこ
とを目指してきた。そのため、「健康福祉」を人間科学研究
の基盤に位置づけ、常に地域社会で起こる生活問題に意識
を向けて、地域、関係機関とネットワークを構築し、研究
と人材育成を行なってきた。その結果、大学によるネット
ワーキングが地域社会に及ぼす影響と、地域社会からの
フィードバックが大学に与える影響が明確に存在すること
が確認できた。「グローバルな大学連携による先進的健康福
祉ネットワーキングの解析・進化」では、こうした取り組
みと結果をふまえ、グローバルな大学連携による積極的な
ネットワーキングに継続的に取り組むとともに、そのプロ
セスを解析することで、大学が取り組むネットワーキング
の役割と効果の解明を行い、更にはネットワークの進化に
向けた示唆を得ることを目的とした。
　上記の目的を達成するために、2010年度から取り組まれ
てきた活動は以下の通りである。
【2010年度報告】
■国際シンポジウム
高齢社会における社会貢献を考える
　　2010年10月11日（参加者100名）
　介護保険の財政的危機を乗り切るための最大の戦略は、
高齢者の社会的貢献を組織することであると考えられてい
る。高齢者を社会的ケアの対象ではなく、社会貢献する人々
として捉えなおし、社会貢献のシステムのあり方を模索し
ていくことは、今後の高齢者支援を考えるうえで意義深い。
そこで、「高齢社会における社会貢献を考える」をテーマと
し、国内外の研究発表や意見交換を行い、医療・介護チー
ムの一翼を担える高齢者の社会貢献システムを追及してい
くことを目的に本研修を開催した。
　海外からマーティ ・ーコプライ氏（Evangelical Homes 
of Michigan Memory Support Center）、キム・ミジュ
氏（Seoul Cyber University）を招聘し、アメリカ、韓
国の高齢化の現状と、それに対する取り組みについて説明
を受けた。また、日本における取組を実践団体より報告を
受け、それぞれがパネラーとなって議論を行い、今後の方
策について多くの知見を得る事が出来た。
■大学生と市民のための認知症サポーター研修
　　2010年12月16日
　　2011年１月31日（参加者90名）
　大学生と市民を対象にした認知症の理解とそのケアの在
り方に対する研修を開催。講師には医師（認知症専門医）
等を招き、医学的見地から認知症をどのように理解したら
よいのか、また最適な関わり方とはどのようなものかとい
うことを市民・早稲田大学生が一堂に会して説明を受けた。
参加者は認知症に対する正しい理解を深めることができた
と同時に、実際に地域で認知症に関わる市民と、本学の大
学生が交流を行うことで、実践上の課題や取り組みの現状
について有意義な意見交換が行うことができた。
【2011年度報告】
　健康福祉分野に関するテーマでの講演会を開催。2011年
度においては、３月11日の大震災を受けて、災害に関する
心のケア、コミュニティのあり方について講演を企画・運
営。
■東日本大災害と「心の健康」を考える講演会
　　2011年10月１日（参加者50名）
　東日本大災害は、被災した方々だけでなく、ボランティ
アとして活動した人々の心にも大きな爪跡を残すことと
なった。こうした人々の心の健康をいかに取り戻すかとい
うことについて、Dr. Peter Tuerk（南サウス・カロライ
ナ医科大学準教授）、Dr. Sheila Rauch（ミシガン大学準
教授）を招聘し、「科学的根拠に基づく心的外傷（PTSD）
の治療と遠隔医療技術の活用」というテーマで講演を開催。
戦争やハリケーンの体験で「心の健康」を失った人々のた
めの支援チームとして活躍し、臨床と研究に携わる両名か
ら、PTSDへの介入方法である暴露療法の有効性について
説明を受け、意見交換を行なう。
■防災・減災について考える講演会
　　2011年12月22日（参加者70名）
　所沢市危機管理課の協力を得て、防災・減災についてど
のように取り組むべきかを考える講演会を開催。震災当日
の所沢市の状況や、行政の活動状況の報告を交え、学生と
ともに大学として、市民としてどのように防災・減災に取
り組むべきか、その具体的な方策について考える機会を設
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ける。
　両講演会共に、市民・関係者に周知を行い、公開講演会
とした。講演会を介して学生・市民・関係者が問題意識を
共有し、意見・情報交換を行なう場を提供することは、重
層的な健康福祉ネットワークを構築するうえでの素地を形
成するうえで効果的であることを確認した。
【2012年度報告】
■ベストケアパートナー養成市民講座
　　2012年９月－2013年１月（計５回）
　認知症の方に対する効果的なアプローチ方法と正しい理
解を持つことを目的に、市民を対象とした講座を計５回開
催した。対象者は専門職、家族介護者等多岐にわたり、関
心の高さがうかがえた。計５回の講座では、体系的に認知
症の理解とそのケアの在り方が学べるようにカリキュラム
を作成し、その学習ツールとして「認知症手帳」を用いた。
認知症手帳は、認知症になっても住み慣れた地域で暮らす
ことができるための情報・知識の提供を目的としたもので
あり、健康福祉ネットワークのこれまでの研究内容を踏ま
えて作成されたものである。
　講座では、多くの参加者から活発な意見や、質問が出さ
れ、それらを講師と共に考えることで、意識の変革や学び
の深化がみられたものと考える。
　上記の活動に加え、継続的な取り組みとして「所沢・北
野地区水・環境保全プロジェクト」、広報による「健康福
祉」の周知・啓発活動にも取り組んできた。
所沢・北野地区水・環境保全プロジェクト
　所沢市農政課からの呼びかけがあり、耕地の60％が耕作
放棄されている北野地域の環境保全プロジェクトに健康福
祉ネットワークとして参加。学生と共に地域住民の活動を
参与観察する機会を設けることで、農業の大切さや環境問
題について住民と学生がともに学ぶシステムの開発を行
なった。結果、地域コミュニティの構成員として大学が積
極的に地域活動に取り組むことで、地域ネットワークが充
実し、コミュニティの活性化に貢献できる可能性が明らか
となった。
広報による活動の周知
　研究プロジェクトの成果や、活動理念に関する記事を
ホームページやニューズレターを活用することで発信。関
係機関や地域に対し、「健康福祉」教育の理念を周知し、大
学の取り組みに対する説明を行なうコミュニケーション
ツールとして有効に活用。また、卒業生に対してニューズ
レターを配布することで、卒後も継続して大学の活動と関
わる機会を提供し、卒業生コミュニティの形成、大学への
所属意識をつなぐツールとしても活用。ホームページや
ニューズレターが、緩やかに繋がるネットワーキングの
ツールとして効果があることを確認した。
